
コミュニティづくり、教職員との「つながり」縁
• ゼミ活動、クラブ・サークル
• 大学諸行事の参画・社会貢献
• 当事者グループづくりの支援
• 当事者の声を聞く、共に考える
• 多様な学生の支援に関する教員の理解と、ともに支援方策をつくっていこうと
する姿勢が重要

• 学生への支援・配慮をすることは、教育や評価の公正さ・厳正さを損ねるもの
ではない

個別支援システムと授業配慮
• 学生個別支援を学内の分業の話にとどめるべきではない。

• 個別支援は専門職の配置の必要性、個別性を把握したうえでの「配慮要請」

• 授業等の支援学生のコーディネートの役割（支援学生の成⾧など教育的分析と
評価の共有）

• 教員の創意工夫、技能のアップ、配慮を試みる姿勢

• 当事者といっしょに授業方法（学習方法）、環境整備、教職員間の共有

• 教員は教育に責任をもつ集団としての意志統一、責任遂行が求められる。

ケア的なかかわり
• 教員としての基本は教育的かかわり

• 指導的力を発揮する場面もある。教育には正しい意味で厳しさを伴う。

• ケア的かかわりー傾聴、寄り添う、待つ、共に歩む、withなど

• 「発達障がいがある」、「家庭内に困難を抱えている」、「訴えを明確にもっ
ている」など明確にわかるケースは少ない。

• 一定のかかわりの時間、話せる空間、観察があって、徐々にわかってくる

• 大学と外部機関の連携をどうつくるか

学習権宣言、ユネスコ、1985年3月29日を読み直す
• 学習権とは、読み書きの権利であり、問い続け、深く考える権利であり、想像
し、創造する権利であり、自分自身の世界を読みとり、歴史をつづる権利であ
り、あらゆる教育の手だてを得る権利であり、個人的・集団的力量を発達させ
る権利である。

• “学習”こそはキーワードである。学習権なくしては、人間的発達はあり得ない。
• 学習権はたんなる経済発展の手段ではない。それは基本的権利の一つとしてと
らえられなければならない。学習活動はあらゆる教育活動の中心に位置づけら
れ、人びとを、なりゆきまかせの客体から、自らの歴史をつくる主体にかえて
いくものである。

自らの反省として
• 財産、経済力、能力など「私的所有」の有無程度に依存する自由、希望や要求
の実現の社会的格差。

• 大学教育、学生の学ぶ権利を社会権的基本権の文脈からとらえ、社会に訴えて
きたか？

• 若者のかかえる困難を共に社会的に解決していこうする「大人」＝大学教職員
の姿勢が問われているのではないか。

• 若者支援政策（若者の生活保障・労働権保障）と大学政策の結びつき

スライド13

スライド16スライド15

スライド14

スライド17
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〈第 7 分科会〉

ポストコロナで遠隔授業をどのように活用できるか

京都外国語大学　外国語学部　教授  畑田　彩
コーディネーター

○本分科会のねらい
新型コロナウイルスの感染拡大による大学休講措置は、新たな教育方法を見出す契機となった。遠隔授

業（オンライン授業）はその最たるものであろう。新型コロナウイルス感染症との付き合い方を知り、通
常の生活に戻りつつある現在、多くの大学では対面授業が再開している。しかし、「遠隔授業」には利点も
多くある。遠く離れた大学との共同学習のしやすさ、チャットでの一対一の対応が可能になったことで学
生との距離が近づいた大人数対象の講義、場所を選ばず授業ができる・受けられる利便性などである。せっ
かく獲得した「遠隔授業」の技術、設備を今後活用しないのはあまりにもったいないのではないか。そこで、
本分科会では①他大学との協働授業、② DX を活用した授業運営、　③海外からの遠隔授業の 3 つの事例に
ついて話題提供していただき、遠隔授業の地点と問題点を整理したうえで、ポストコロナでの遠隔授業の
可能性について考えることを目的とした。

○報告の概要
本分科会では、3 人の登壇者から話題提供をしていただいた。
池田佳子先生（関西大学国際部）からは、関西大学で展開されている COIL （Collaborative Online 

International Learning）についてご紹介いただいた。COIL1.0（2014-2018）でのオンラインでの交流授業、
COIL2.0（2020-2022）での Covid-19 感染拡大のためできなくなった留学の代替となる「オンライン留学」
への変遷と、これから迎える COIL3.0 での発展の可能性（対象はより幅広い層の学生に、オンサイトとオ
ンラインの組み合わせ、教育の質の保証への注目、Society 5.0 への対応）についてお話いただいた。

続いて、エリック・ハーキンソン先生（京都外国語大学国際貢献学部）からは、イマーシブテクノロジー
（没入型技術）を利用したオンライン授業についてご紹介いただいた。福知山公立大学で実施された拡張現
実での地域探索の様子や、京都外国語大学で実施された、同じく拡張現実を用いた学生の故郷紹介、アバター
を用いた模擬国連などの事例のご紹介があり、イマーシブテクノロジーを用いた授業はオンライン授業で
あればこそできる授業であるとの主張があった。

最後に、前川愛先生（京都外国語大学非常勤講師）からは、オランダからの遠隔授業と、大学に出向い
ての対面授業双方を担当されたご経験から、教員側から見た遠隔授業の利点と限界について、話題提供を
していただいた。遠隔授業の利点としては、休講補講を回避できること、教員のワークライフバランスを
健全に保てること、災害時や緊急時の代替手段となり得ることを挙げられた。一方限界としては、授業準
備に時間がかかること、オンライン上にデータを保存し続けることで、CO2 の排出が増加してしまうこと
が挙げられた。世界中のデータセンターが排出する CO2 は、航空業界全体が排出する CO2 に匹敵するため
である。

○報告に対する質疑ならびに全体討議の内容
分科会後半の質疑応答では、以下のような質問があり、それぞれ登壇者からご回答いただいた。

＜池田先生＞
Q1．COIL という教育方法を経験する前と後で学生はどう変わりましたか？

A1．学生が世界の事情を自分事として捉えることができるグローバル市民の視点を持ち始めたということ
が、一番の成果であると感じています。世界を自分自身の活躍の場所であると、海外から参加する同世代
が考えていることに触発され、自分たちもそう考え始めるというきっかけとなっているようです。
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Q2．COIL というシステムを作り上げる上で、一番困難だった点は何ですか？

A2．遠隔授業の規制緩和の議論などが、コロナ禍期でようやく焦点化されてきていますが、大学機関にお
けるオンラインで行う授業活動に対する捉え方、Web2.0 等のツールを用いることに対する抵抗感といった
様々なマインドセットの転換、が一番苦労したところです。

Q3．COIL の利点として「学習に対する質の保証ができる」に興味をもちました。保証できる具体的な事
例などがあれば、ご教示ください。

A3．学習時間のトラッキングが、デジタル活用がされることでしやすくなることが一事例として挙げられ
ます。参加型の活動を教育設計に取り込むことで、個々の学習者の行動（どんな作業においてどういったツー
ルを用いてどんな参加行動を行ったのか）をより網羅し、可視化することが可能になります。また、すべ
ての授業が収録されることで、再度閲覧が可能であり、また講義のフィードバックを後追いで実施するこ
とも可能です。COIL だけではありませんが、教育の DX が進むことで、より教育の質、学習の質を改善す
る取組の具体的な手法が実施可能になると考えます。

Q4．COIL は留学の代替ではないというお話でしたが、＋αの部分について教えていただければ幸いです。
たとえば、特定地域・大学以外との交流などもできるのでしょうか。

A4．渡航して体験する留学と同じ経験をオンラインでさせようというそもそもの考え方が、unlearn すべ
き点です。+alpha という表現も、少し違和感がございます。COIL が実現できる体験としては、例えば、
今政治的な事情により対面で同じ空間で学ぶことはどうしても無理な状況下にある国・地域や、経済的な
事情等で渡航することができない、国際教育経験が自分ができると考えたことがないような学生層も、例
えば先進国である日本やその他の地域の学生と共に学び、対等な立場で意見を述べ、そしてかけがえのな
いその国・地域の様子を教えてくれたりすることができます。この学びは、日本人学生が、欧米諸国など
の先進国に留学しても、おそらく出会わないであろう機会となります。デジタル格差はまだ存在しますが、
パンデミックを経て、国連の活動支援や各国・地域の努力もありインターネット環境の向上は進んでいます。
より多くの層が共に学ぶ機会を享受することができるという特徴が、COIL の可能性だと考えています。

＜前川先生＞
Q5．コロナ禍を経たそれ以後の教育についてです。オンライン授業は、対面授業と同じ物を提供すること
が目標になっていたのだと思いますが、ほとんどの大学では対面授業に回帰しています。私の授業では、
フランスや東京など遠隔地からの講師に担当してもらい、私は教室内で、遠隔地と教室にいる学生との間
をつないでいます。これによって、単なる対面授業ではなく、対面授業の中に、オンライン授業の良さを
取り入れることができました。前川先生は、もしオンライン授業が対面授業と異なる良さがあるとすれば、
どのようなことをされているのか教えて頂けるとありがたいです。講師側のメリットはありますが、むし
ろ学生側のメリットがあるとありがたいです。

A5．講義系の授業において、学生による「全員がそれぞれの意見を素直に先生に伝えられることがオンラ
イン授業の最大のメリットだとおもいます。」という意見が端的に示すように、オンライン授業は出席者の
匿名性が保ちやすい状況ととらえると、学生側はより積極的に自分の考えや疑問を発言できるという良い
面がありました。積極的な意見が出ると、自分とは異なる他者の意見を聞く機会となり、それによってさ
らに自己の考えも深まる、という好循環が見られました。これはオンライン授業のほうが対面授業より教
育効果が高いとポイントと言え、そのメリットは学生によっても認識されていました。

遠隔授業だとその場にいないので質問がしにくい、と思われがちですが、実際に対面授業とオンライン
授業をしてみると、オンライン授業のほうが質問が多く出ました。質問・発言する、というハードルが低
くなるようです。
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＜全員＞
Q6．コロナ禍を経たことで遠隔授業の利点やノウハウが共有されたことは、教育・学習のひとつの発展か
と思います。一方で、学生の状況に合わせたハイブリッド、ハイフレックス授業が見られるようになって
います。効率化や配慮という意味では歓迎すべきアプローチですが、教員の負担も増えると予想されます。
ハイブリッド、ハイフレックス授業について、先生方のご意見をお聞かせください。

A6．
池田先生

教員の「負担」と考えるのか、時代と共にリスキリング・アップスキリングしなくてはいけない「責任」
なのか、それぞれが考えていく必要があるマターだと考えます。とくに高等教育機関に関わる者は、その
時代で活躍できる人材層を輩出することがその役目です。この将来の人材層に必要な教育・育成の機会を
与えられない者ばかりが在するようでは、日本の教育機関はどんどん世界から、そして産業界から見捨て
られていくでしょう。ハイフレックス・ハイブリッド授業は、当たり前の時代となるのが、これだけの人
災を経た私たちに課された宿題だと思います。これを撤退させるのは、あまりにも犠牲が大きすぎたと私
は思います。教育のＤＸは必ず推進させる。そうでなければ、日本社会は取り残される。国外はすでに何
年も前から、コロナ禍前から、推進し、前へ前へと動いています。この危機感をもって、行政レベルでも、
そして教育界においても、スキルアップの習慣と文化を醸成していかなければならないと思います。教員
層一人ひとりが、「負担」としか考えられない社会にしてしまわないように、動かなければならないと、ご
意見を聞いて感じました。

ハーキンソン先生
Hybrid and high-flex classes involve combining in-person and online learning, giving students more 

flexibility in how they attend class. While these models offer several advantages to students, they may 
also present challenges for teachers.One potential challenge is that teachers may need to develop new 
skills to teach in a hybrid or high-flex environment. For example, they may need to learn how to use new 
technology tools, adapt lesson plans for online delivery, and manage both in-person and remote students 
simultaneously. Another challenge is that teachers may need to spend more time preparing for classes, as 
they will need to create materials and activities for both in-person and online students. Additionally, they 
may need to devote extra time to managing the logistics of hybrid and high-flex classes, such as 
scheduling office hours and providing technical support to students. Universities can support teachers by 
adding more technical staff and support, offering time off to take additional technical training and practice, 
and giving more flexibility to teachers on how they deliver classes.

（DeepL を利用して畑田翻訳）
ハイブリッド授業やハイフレックス授業は、対面とオンラインを組み合わせることで、学生が授業に参

加する方法をより柔軟に変更できるようにしています。このようなモデルは、学生にいくつかの利点があ
る一方で、教師にとっては課題があるかもしれません。潜在的な課題の 1 つは、教師がハイブリッドやハ
イフレックスの環境で教えるために新しいスキルを開発する必要があることです。例えば、新しいテクノ
ロジーツールの使い方、オンライン配信用の授業デザインの調整、対面と遠隔の学生を同時にマネジメン
トする方法などを学ぶ必要があるかもしれません。また、対面とオンラインの両方に対応した教材やワー
クを作成する必要があるため、授業の準備に多くの時間を割かなければならないという課題もあります。
さらに、オフィスアワーのスケジュール管理や学生への技術的なサポートなど、ハイブリッドやハイフレッ
クスの授業の運営に余分な時間を割く必要がある場合もあります。

大学側は、技術スタッフやサポートを増やすことで、教員に追加の技術トレーニングや練習をするため
の時間を提供することができます。そうすることで、教員は、授業形態をより柔軟に選ぶことができるよ
うになります。
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前川先生
結局は教員のやりがい搾取的な労働状況を、オンライン授業に関わらず改善することも大事だと思いま

す。また、遠隔授業の技術的なレベルアップについて、教員間の情報共有が大学によってサポートされる
ことで負担が減るのではないでしょうか。

ハイブリッド、ハイフレックス、オンデマンド授業において、１スライド当たり、教員が長く話すと、
学生は頭に入ってこなくてしんどいらしく、適当な配分で「画」が切り替わることも見る側の集中を切ら
さないためには必要です。そうすると、準備が増えますし、新しい内容にはまた新しい「画」作りとなり、
作業が増えると言えばその通りだと思います。遠隔授業で集中を途切れさせない、教育効果を下げないた
めには、教員の労働量が増えている、ということを雇用者側が認識することも必須となります。

2023/2/24 第28回FDフォーラム 第7分科会 9:30-12:00

ポストコロナで遠隔授業を
どのように活用できるか

コーディネーター
畑田 彩
（京都外国語大学外国語学部）

 はじめに

「新型コロナウイルス」の感染拡大

2020年4月16日
全国に緊急事態宣言が発令
不要不急の外出を控える「外出自粛」が浸透
要・急であるはずの大学教育も大きな影響を受ける

私たち人類にとって未曽有の危機

グローバル化によってウイルスは日本にも侵入・拡大

 文部科学省からの通知（その1）

令和2年3月24日
令和2年度における大学等の授業の開始等について

3．遠隔授業の活用について

（1） 今後、学生の学修機会を確保するとともに、
感染リスクを低減する観点から、いわゆる面接授業
に代えて、遠隔授業を行うことが考えられること。

文科省は遠隔授業を推奨

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf

 「新型コロナウイルス」に対する大学の対応

遠隔授業を
実施する 検討中 実施予定なし

国立大学 54校 (72.0%) 21校 (28.0%) 0校

公立大学 33校 (45.8%) 39校 (54.2%) 0校

私立大学 360校 (59.9%) 230校 (44.6%) 11校 (0.7%)

全体 478校 (63.9％) 315校 (42.1％） 11校 (1.5% )

遠隔授業の導入

ほぼすべて(98.5%)の大学が遠隔授業を実施または
実施を検討すると回答

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf

 文部科学省からの通知（その2）

令和2年7月27日
本年度後期や次年度の各授業科目の

実施方法に係る留意点について

1. 本年度後期や次年度の各授業科目の実施方法を
検討するに当たっての基本的な考え方について

・・・地域の感染状況や、教室の規模、受講者数、教育効
果等を総合考慮し・・（中略）・・・、感染対策を講じた上での
面接授業の実施が適切と判断されるものについては面接
授業の実施を検討していただき・・・

文科省は対面授業の再開を求める
大学は徐々に対面授業に移行

https://www.mext.go.jp/content/20200727-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf https://www.mext.go.jp/content/20221129-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf

令和4年の大学等における授業実施方針等に関する調査

 対面授業再開から2年後の授業形態

5割以上を対面に 1,161/1,163(99.8％)
7割以上を対面に 1,145/1,163(98.5％)

授業形態 大学数
全面対面で可能 745校

ほとんど対面で可能 348校
7割が対面で可能 52校
5割で対面が可能 16校
3割が対面で可能 1校

ほとんど遠隔で実施 1校
全面遠隔で実施 0校

畑田　彩　京都外国語大学 外国語学部 教授
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2023/2/24 第28回FDフォーラム 第7分科会 9:30-12:00

ポストコロナで遠隔授業を
どのように活用できるか

コーディネーター
畑田 彩
（京都外国語大学外国語学部）

 はじめに

「新型コロナウイルス」の感染拡大

2020年4月16日
全国に緊急事態宣言が発令
不要不急の外出を控える「外出自粛」が浸透
要・急であるはずの大学教育も大きな影響を受ける

私たち人類にとって未曽有の危機

グローバル化によってウイルスは日本にも侵入・拡大

 文部科学省からの通知（その1）

令和2年3月24日
令和2年度における大学等の授業の開始等について

3．遠隔授業の活用について

（1） 今後、学生の学修機会を確保するとともに、
感染リスクを低減する観点から、いわゆる面接授業
に代えて、遠隔授業を行うことが考えられること。

文科省は遠隔授業を推奨

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf

 「新型コロナウイルス」に対する大学の対応

遠隔授業を
実施する 検討中 実施予定なし

国立大学 54校 (72.0%) 21校 (28.0%) 0校

公立大学 33校 (45.8%) 39校 (54.2%) 0校

私立大学 360校 (59.9%) 230校 (44.6%) 11校 (0.7%)

全体 478校 (63.9％) 315校 (42.1％） 11校 (1.5% )

遠隔授業の導入

ほぼすべて(98.5%)の大学が遠隔授業を実施または
実施を検討すると回答

https://www.mext.go.jp/content/20200324-mxt_kouhou01-000004520_4.pdf

 文部科学省からの通知（その2）

令和2年7月27日
本年度後期や次年度の各授業科目の

実施方法に係る留意点について

1. 本年度後期や次年度の各授業科目の実施方法を
検討するに当たっての基本的な考え方について

・・・地域の感染状況や、教室の規模、受講者数、教育効
果等を総合考慮し・・（中略）・・・、感染対策を講じた上での
面接授業の実施が適切と判断されるものについては面接
授業の実施を検討していただき・・・

文科省は対面授業の再開を求める
大学は徐々に対面授業に移行

https://www.mext.go.jp/content/20200727-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf https://www.mext.go.jp/content/20221129-mxt_kouhou01-000004520_1.pdf

令和4年の大学等における授業実施方針等に関する調査

 対面授業再開から2年後の授業形態

5割以上を対面に 1,161/1,163(99.8％)
7割以上を対面に 1,145/1,163(98.5％)

授業形態 大学数
全面対面で可能 745校

ほとんど対面で可能 348校
7割が対面で可能 52校
5割で対面が可能 16校
3割が対面で可能 1校

ほとんど遠隔で実施 1校
全面遠隔で実施 0校

畑田　彩　京都外国語大学 外国語学部 教授
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 ポストコロナへの移行

2023年5月8日
Covid-19が
インフルエンザと同等の感染症第5類に移行

大学生活もコロナ前の生活に戻る？

 すべてを対面授業に戻すべきなのか？

COVID-19で得た遠隔授業の方法論を
活用しないのはもったいないのでは？

遠隔授業・ハイフレックス授業の利点

障がいを持つ学生への「合理的配慮」の一つ
になりうる

大講義ではむしろ双方向性が増す

VRの活用などはデジタルでなければ学べない
教員も学生も研究との両立がしやすくなる

天候不良時（暴風雪警報など）の代替手段

海外の大学との連携授業がしやすくなる

遠隔授業の事例を共有し、利点と問題点を整理し、
ポストコロナでの遠隔授業のあり方を考える

 本分科会の目的とタイムスケジュール（変更あり）

9:40-10:10 COIL3.0を共創するー次世代の国際教育のあり方の探求ー
（関西大学国際部 池田佳子氏）

10:10-10:15 小休憩（チャットで質問をお寄せください）

10:15-10:45
イマーシブテクノロジー（没入型技術）と

ヴァーチャルトラベル（仮想旅行）による文化交流
（京都外国語大学国際貢献学部 エリック・ハーキンソン氏）

10:45-10:50 小休憩（チャットで質問をお寄せください）

10:50-11:20 �����の��の������教��の����
（京都外国語大学非常勤講師 前川 愛氏）

11:20-11:25 小休憩（チャットで質問をお寄せください）

11:25-12:00 質疑応答・パネルディスカッション

<タイムスケジュール＞

スライド7

スライド9

スライド8
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<タイムスケジュール＞

スライド7

スライド9

スライド8

1

COIL3.0を共創する
次世代の国際教育の在り方の探求

関西大学国際部
池田佳子
Keiko IKEDA

パンデミックという黒船来航

オンラインで行う「国際交流」への反応は
群盲象を評す」の如く

〇

一つのみを見て、自分の考えだけが真理で、
他は非であると考えてしまう

〇

渡航留学に「とってかわってしまう」実践
として排他的な意見もあった

https://www.jtbbwt.com/education/trend/detail/id=2098

池田　佳子　関西大学 国際部 教授
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コロナ禍になり、あれよという間にモビリ
ティ（渡航留学活動）が不可能に

〇

すがる思いでオンライン教育へと切り替える
中、「留学」の代替品としての位置づけで

COIL/VEを導入

〇

様々なEdTechの台頭も同時にスタートし、
テクノロジーを活用する国際交流教育

は奨励された

WFH
Wo rk From Home

WFA
Wo rk From Anywhere

WWA
Wo rk With Anyone

Choudhury, et. al. (2019)
Is it time to let employees work from anywhere? (Harvard 
Business Review)

WFH to WFA (Working From Anywhere) Shift

Digital Natives & Z Generations
Connected.

Immediate response, immediate feedback 
expected.

Must be shown, not just talked about.

ENGAGING

PARTICIPATORY

COMMUNITY-BASED

DE-CENTRALIZED

NO-ONE THING FITS ALL

スライド7

スライド10スライド9

スライド8

スライド12スライド11

Digital BadgeのイメージMetadata for each digital badge
(IIGE運営委員会にて監修）

次世代の国際教育をどう考えるか
コロナ禍と同時期に、世界も大きく変化している

World Affairs |

スライド13

スライド16スライド15

スライド14

スライド18スライド17
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h
ttps://www.voanews.com/a/priceless-paper-refugees-get-ids-for-new-lives-in-poland-/6492689.html

今この時にも、世界の越境者は増え続けている
Ukrainian refugees talk near a special application point at the National Stadium in 
Warsaw, Poland, while waiting in line to apply for Polish ID Numbers, March 19, 2022.

1
9

今この時にも、越境者は増え続けている

https://youtu.be/rBwgfyn-SKE
2

0

T ranscend-Learning.org

news/world-us-c nada-56

CHAUVINISM XENOPHOBIA JINGOISM

コロナ禍の打撃は、多様な人々と共生し、共に成長するための「エネルギー」を奪いつつある。今
一度、ダイバーシティ＆インクルージョンの火をともし、意識的に推し進めなくては

2
1

いけないのが今の世界の現状である。

Affairs in Japan |

世界の中の「ベンチマーク」に日本が上がらなくなってきている。

日本社会の変容に追いつき担う層を育てる喫緊の必要がある。

スライド19
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h
ttps://www.meti.go.jp/shingikai/economy/mirai_jinzai/pdf/20220531_1.pdf

未来人材ビジョン
日本社会の変容において、多様性を理解するマインドセットが
より求められている。

未来人材ビジョン
h

ttps://www.meti.go.jp/shingikai/economy/mirai_jinzai/pdf/20220531_1.pdf

しかし
これからの変容を担う層を育てる喫緊の必要がある。

Diversity, Equity, and Inclusion 
Sustainable Development Goals 
Global Citizenship Education
多様性、公平性、包摂性 持続可能な開発目標

地球市民としての意識教育

国際教育に今一層強く求められているのは このようなマインド醸成
を、まずは学生層に、そして教育界にかかわるすべての層、そして社
会全体にに対して波及していくことである

産業界はいち早くこれらの重要性に対して動きをみせている
教育界の「周回遅れ」は、ポストコロナ禍フェーズでは改善されるべき

COIL3.0
ポスト・コロナ禍期の社会でこの実践をどう生かすべきか
関西大学の事例

スライド25

スライド28スライド27

スライド26

スライド30スライド29
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3
1

Multi-Institutional Collaboration beyond Pandemic COIL
COLLABORATIVE ONLINE INTERNATIONAL LEARNING

COIL 4
COIL

関西大学の場合

成熟した自己理解 DEIへの感受性
越境した世界観

「国内外の学生が共に学ぶ」を当たり前（ノーマル）に

A LL RIGHTS RESERVED K.IKEDA(IIGE) Kansai University 
2021

GLOBAL SMART CLASSROOM

スライド31

スライド34スライド33

スライド32

スライド36スライド35
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越境した世界観
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A LL RIGHTS RESERVED K.IKEDA(IIGE) Kansai University 
2021

GLOBAL SMART CLASSROOM

スライド31

スライド34スライド33

スライド32

スライド36スライド35

Umeda GSC-CUBIC

確実に（関大の）ネクストノーマルとなるのは「インクルーシブな国際教育」
より環境に優しく、だれも取り残さず、多様性を生かす国際化

A
LL RIGHTS RESERVED K.IKEDA(IIGE) Kansai University 

2021

P hysical Mobility as 
International Education has 
been rather exclusive than 
inclusive.

Global learning is the process of diverse people collaboratively analyzing and addressing complex
problems that transcend borders (Landorf, H., & Doscher, S. P. (2015).
グローバルラーニングとは、国境を越えた複雑な問題を、多様な人々が共同で分析し、対処するプロセス
のことを言う ⇒ 渡航留学重視の国際教育はGLを限定的にしか提供できていない

3 9

次代の形へと突入する世界の（国際）教育の流れ

パンドラの箱をすでに開いて前進する欧州

Via given theCOIL-initiatives students and teachers are 
opportunity to develop various 21st century skills such 
as global citizenship and digital literacy. These acquired 
skills could be recognized via micro-credentials and 
aligned with the curricula of the COIL-involved 
institutions. The design of a mutual language and a 
shared understanding of skills and competences is 
indispensable for this to be successful in a partnership 
between institutions and across countries.

パンドラの箱をすでに開いて前進する欧州-アジアもその好影響を
受け始めている（日本以外?）

スライド37
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“Even before the student receives his graduation certificate, the 
currency of his knowledge and skills is already starting to erode,” 
added Mr Heng, addressing nearly 300 delegates at the inaugural 
THE Campus Live SE Asia 2022.

The two-day event is organized by Times Higher Education and 
hosted by the National University of Singapore (NUS).

“To respond to these trends, we will need to continuously develop 
each individual across different stages of life,” he noted.

SINGAPORE – Instead of being a one-time launch pad, educational 
institutions can become more like pit stops where workers can 
periodically return to refuel throughout their working life, said Deputy 
Prime Minister Heng Swee Keat on Wednesday.

Emphasising the need for the higher education sector to evolve, he 
added that universities must respond to developing trends such as 
continuing education and digitalisation.

One big shift is towards lifelong learning and preparing workers for
disruptions in their careers, he said, as emerging technologies such
as automation reshape the future of work rapidly.

シンガポール – 教育機関は一過性の発射台ではなく、労働者が生涯
を通じて定期的に燃

料補給に訪れるピットストップのような存在に
なることができると、Heng Swee Keat副首相は水曜日に述べまし
た。

また、高等教育セクターの進化の必要性を強調し、大学は継続教育
やデジタル化などの発展傾向に対応する必要があると述べました。

自動化などの新技術が仕事の将来を急速に変化させる中、生涯学習
とキャリアの崩壊に備えることが大きな転換点である、と同氏は述
べました。

「学生が卒業証書を受け取る前でさえ、その知識とスキルの通貨は
すでに侵食され始めています」と、Heng氏は第1回THE Campus 
Live SE Asia 2022で約300人の代表者に向けて述べました。

この2日間のイベントは、Times Higher Educationが主催し、シンガ
ポール国立大学(NUS)が主管しています。「このようなトレンドに対
応するためには、人生のさまざまな段階において、一人ひとりを継続
的に成⾧させる必要があります」と指摘しました。

生涯学習・継続的な学習・格子垣モデルのキャリア形成に資する
学びを提供することができるのがオンライン型（国際）教育

日本は対応できるか?

h ttps://www.thebeyondjp.com/p04

Thank you! Let’s Connect.
https://www.linkedin.com/in/keiko-ikeda-0423/
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エリック・ハーキンソン　京都外国語大学 国際貢献学部 教授
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遠隔地からの授業の利点や限界
�教員�の�点から

京都外国語大学非常勤講師
前川 愛

2023/2/24 第28回FDフォーラム 第7分科会
9:30-12:00 経験した授業形式

授業タイプ 配信形式 場 所 時 期

オンラインのみ ライブ オランダから 2020年度

ハイフレックス
（対面とオンライン配信）

ライブ 大学から 2021年度
2022年度

オンデマンドのみ オンデマンド 京都と
オランダから

2021年度
2022年度

授業は講義で、演習、実習は含まない

１．遠隔授業の利点
※教育内容や教育効果ではない利点

おもな利点
休講・補講の回避

ワークライフバランス
その他

適用時
緊急時
通常時
その他

遠隔授業の利点【緊急時】

休講・補講の回避

自然条件による短期的な出講困難

中・⾧期的な移動困難

心理的な困難

物理的移動

手段の困難

物理的移動手段の困難

・台風や大雪などの短期的な移動困難

・コロナと戦争で、個人の移動は国家権力に

よって簡単に制限されうるということが、現実

化した。あるいは、移動需要の減少と、規制に

よって移動手段も失われたり、極端に不便に

なったりする

心理面の困難とは

教員も学生も（とくに留学生で国境を超える場

合）、家族と一度離れると、⾧期にわたって再

合流ができなくなる可能性がある場合、通常時

にできていた移動の心理的ハードルが非常に高

くなる

前川　  愛　京都外国語大学 非常勤講師

スライド1

スライド4スライド3

スライド2

スライド6スライド5

遠隔授業を活用
大学へ（教員も学生ともに）行けないことが発生しても、遠隔
授業ができる状態を確保していると、授業を継続できる

→ 教員にとっても学生にとっても、後のしわ寄せが減らせる

緊急時は、代理が授業をすればいいとも考えられるが、授業は
準備が必須であり、緊急に代理を引き受けられる人も限られる

遠隔授業の利点【通常時】
労働と家庭への影響／「ワンオペ○○の軽減」
従来、大学教員がパートナーと違う土地で就職した場合、退職まで単
身赴任、別居婚ということがよく見られた

→ その場合、人間の生活のうち、無償労働部分である家庭内のケア
労働などのバランスが悪いことが多い。「ワンオペ〇〇」が多発

→ 対面と遠隔授業を組み合わせて労働（授業）できることによって、
家庭内の「ワンオペ〇〇」が軽減できることにつながる

大学での遠隔労働（リモート勤務）は教員のみならず

ワークライフバランスという観点での遠隔労働の
利点は、大学で働く教員以外の人たちにも同じこ
とが言える。

そのため、遠隔労働が教員の特権としてだけでは
なく、職員全体の働き方の柔軟性を高める方向に
変化するほうが、スムーズに移行できるのでは？

⇒ 働く人が幸せな大学へ・・・

遠隔授業の利点
【その他、⾧期調査中など】
休講・補講の回避

フィールド調査に季節などの限定がある場合も多く、
調査に出ている間も、通信環境さえ確保できれば授
業が継続できる

あるいは、前もって設定した日時でオンデマンドに
するなど、事前準備で工夫できる

（留意点：調査に集中できないなど弊害がある場合
は、遠隔労働が強要されてはならない）

その他
【遠隔地の講師に授業を依頼する】

遠隔地にいて、国内外を問わず最初から大学に
来られないとわかっている人にも、講師を依頼
できる

２．遠隔授業の限界

時差
日本標準時に合わせることで、不健康
なライフスタイルになることも
（例：オランダからは日本の朝9時は夜中の1時か2時でライブ授業は難しい）

地球上の場所による

スライド7

スライド10スライド9

スライド8

スライド12スライド11
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遠隔地からの授業の利点や限界
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持続性/CO2排出

オンライン授業のデータの保存期間
を設定しておかないと、オンライン
上にデータが残り続けることによっ
て、データセンターのCo2排出につな
がる

授業準備の工夫

授業を準備する際に必要な文献などを、遠隔地でも
同じように用意するため、準備に要する見通しが異
なる。直前に用意をしようとしても、研究環境に
よっては資料が手に入らないことなどもありうる

しかし、前もって準備を入念にすることで、ほぼ解
決できる

学生がオンデマンド視聴を忘れる

アンケートによると、自分の都合の良い時間に視聴す
るメリットがあると同時に、対面の授業よりフレキシ
ブルであるために、受講を忘れることがあるそう

締め切りリマインドを流しても、リマインドを見るこ
とを忘れるらしい

これに関しては教員側にできることが限られる

その他
遠隔授業≒オンライン授業の経営的なメリットの事例

オランダでは、コロナ以前から、オンライン授業が経
営的な観点から活用されていたと聞く

授業は、アップロードされた教員による動画（何年も
使いまわし）を見ることで、学生は大学に来ないこと
が想定されていた

→そもそも学生が全部入る教室もなく履修させていた

これらのオランダでの遠隔授業のなりたち

●オンデマンドで視聴することが基本

●わからないことがある学生は、教室へ来る

●ティーチングアシスタントの大学院生が教室には配置されてお
り、その人たちが学生の疑問に応え、指導する

●オンライン授業は学生をたくさんとるための手段だった。とく
にEU外の留学生が来ると、儲かるため

______________

→  しかし、最近はオランダ政府は留学生受け入れをやめる方針
（2022年12月の政府決定）

理由：教員の負担軽減と住宅不足のため

以上、具体的な経験からの状況の整理でした

ありがとうございました

スライド13

スライド16スライド15

スライド14

スライド18スライド17
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